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杉並福祉事務所 

 

 

問い合わせ先 

 

杉並区保健福祉部杉並福祉事務所生活自立支援担当 木下・鈴木 

所在地：杉並区天沼三丁目１９番１６号 ウェルファーム杉並３階 

電 話：０３－３３９３－０７３７（直通） 

E-mail：seikatu-jiritu@city.suginami.lg.jp 

本件の受付時間 祝日を除く月曜日から金曜日、午前 9 時から午後 5 時まで 

 

※ 実施要領に記載された事業、建物、設備、応募書類記載内容等、応募に関する質問

は、実施要領記載の方法に限ります。 

※ 申し込み後の審査等の途中経過に関する質問にはお答えできません。 
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１ 目的 

杉並区では、生活困窮者自立支援法（以下「自立支援法」という。）に基づき、生活

保護に至る前の段階の生活困窮者及びひきこもりやニートの状態にあり、将来的に生活

困窮となるリスクのある者の自立と尊厳の確保及び生活困窮者支援を通じた地域づくり

を推進するため、包括的な自立支援事業を実施しています。 

事業者の選定は、自立支援法の目的や趣旨を良く理解し、切れ目のない伴走型の支

援を実施することができるよう、必要な要件を備えた支援員の配置や十分な相談体制の

確保、適切な支援の実施、関係機関との連携方策について、積極的に提案できることな

どを重視し、質の高い事業者をプロポーザル方式（公募型）により選定します。 

２ 業務の概要 

（１） 業務名 

杉並区生活困窮者等自立相談支援機関業務 

（２） 業務概要 

① 自立相談支援事業（就労支援を含む。就労準備支援事業、就労訓練事業、一時生活

支援事業、学習支援等事業、その他支援に必要な事業との連携を含む。） 

② 家計改善支援事業 

③ 住居確保給付金の支給 

④ 支援調整会議の運営 

⑤ 関係機関とのネットワークづくり 

⑥ 支援申込書、相談・支援記録等帳票類の管理 

⑦ 生活困窮者自立支援統計システム等による統計、報告業務 

⑧ 出張説明会の開催、ＰＲ業務 

⑨ その他、自立相談支援機関の運営に必要なこと 

※ 業務の詳細は「生活困窮者等自立相談支援機関業務委託・詳細説明書」（別紙）

に記載のとおりです。 

（３） 履行場所 

杉並区天沼三丁目１９番１６号 ウェルファーム杉並 １階 

機関の名称 くらしのサポートステーション～生活自立支援窓口 

（４） 履行期間 

令和５年 ４月 １日から令和６年 ３月３１日まで 

（５） 事業規模（上限額）  

５８，４７７，０８１円（消費税及び地方消費税を含む） 
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３ 参加資格 

次に掲げる全ての条件を満たすこととします。 

① 法人格を有すること。 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこ

と。 

③ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱（平成 22 年３月 23 日杉並第

65476 号）に定める指名停止要件に該当していないこと。 

④ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 23 年１月 17 日杉並第 53890

号）に定める除外措置要件に該当していないこと。 

⑤ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）

第５条及び第８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にある

団体でないこと。 

⑥ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立て又は民事

再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされていな

いこと。 

⑦ 法人税、法人事業税、地方法人特別税、消費税及び地方消費税を完納しているこ

と。ただし、新型コロナウイルス感染症等の影響により納税の特例猶予を受けて

いる場合を除く。 

⑧ 事業を２業務の概要（５）に定める上限額以下で運営できること。 

⑨ 労働関係諸法令（障害者雇用促進法、高年齢者等雇用安定法を含む）、社会保険関

係諸法令に違反していないこと。 

⑩ 当区においてこれまでに生活相談若しくはその他関連支援の提供業務等を行った実

績があること。又は他自治体等において、自立支援法に基づく支援業務の受託実績

があること。 

 

４ スケジュール 

公募から受託者候補者選定までのスケジュールは以下のとおり。なお、応募状況や

審査の進捗によって、期間等は変更となる場合があります。 

内  容 期  間  等 

実施要領の公表 令和４年９月６日（火） 
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企画提案書等提出期間 
令和４年９月６日（火）から 

令和４年９月３０日（金）１７時まで（必着） 

第一次審査（書類審査） 

令和４年１０月１９日（水）予定 

第二次審査の対象とする参加事業者を上位３

事業者まで決定します。 

審査結果は、令和４年１０月２１日（金）まで

に通知を発送します。 

第二次審査（プレゼンテーシ

ョン・ヒアリング審査） 

令和４年１１月４日（金）（予定） 

場所：ウェルファーム杉並 

受託者候補者選定結果の通知 
令和４年１１月１１日（金）までに通知を発送し

ます。（予定） 

※第一次審査以降の日程は予定です。 

 

５ 実施要領の内容についての質問の受付及び回答 

（１） 受付方法 

質問書（様式１）に質問内容を記載の上、電子メールにより提出してください。

メールの件名は「【質問】プロポーザル自立相談支援機関」としてください。 

（２） 受付先 

下記１１、担当課（問合せ先）と同じ。 

（３） 受付期限 

令和４年９月１３日（火）１７時まで。 

（４） 回答方法 

質問に対する回答は、令和４年９月２１日（水）に杉並区公式ホームページで公開し

ます。（http://www.city.suginami.tokyo.jp/nyusatsu/proposal/index.html） 

 

６ 企画提案書等の提出 

（１） 提出書類 

「企画提案書」（様式２）、「提出書類一覧」（様式３）、同様式３に定める書類一式

になります。 
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（２） 提出部数 

① 提出書類は、正本１部と副本９部をそれぞれ製本（ファイル等で綴じる。）し、表

紙をつけて提出してください。応募書類用紙の規格は原則としてＪＩＳ規格Ａ４判

とします。表紙については自由様式です。 

② 副本については、添付した表紙を除き参加事業者が特定できるような名称、ロゴマ

ークは使用しないでください。 

（３） 提出方法 

持参により提出してください。 

（４） 提出先 

下記１１、担当課（問合せ先）に同じ。 

（５） 提出期限 

 令和４年９月３０日（金）１７時まで（必着） 

    ※未着、遅延等の場合は、理由の如何を問わず、未提出として取り扱います。 

 

７ 受託者候補者の選定手順等 

杉並区生活困窮者等自立相談支援機関業務受託者候補者選定委員会（以下、「選定委

員会」という。）において、企画提案書等の提出された書類、プレゼンテーション及び

ヒアリングの内容を審査し、本業務に適していると認められる受託者候補者を順位付け

して選定します。 

なお、審査における採点が同点となった場合は、見積金額が安価なものを上位とし

ます。 

ただし、選定委員会で審査をした結果、一定の点数を満たす応募事業者がいなかっ

た場合、受託者候補者を選定は行わないとともに、当該点数に満たない参加事業者につ

いては、契約の相手方の候補者ともしないものとします。 

（１） 評価基準 

① 経営状況等に対する評価基準 

評価項目 評価の視点 

経営状況 経営状況は良好か次の視点で評価。 

・安定性分析 ・生産性分析。 

業務遂行力 ・相談者の複合的課題の把握とこれに基づく課題解決に向

けた支援の選定能力・判断能力・具体的支援能力のあ

る従業員・資格者の確保が配慮されているか。 

・育休、病欠等不測の欠員や、不測の一時的業務量増大に

対する人員補充、現場のサポート等の体制が充実して

いるか。 

危機管理能力 停電時、地震等災害発生時、従業員ストライキ、事故等が 



 

5 

 

 発生した際の業務遂行の手段には妥当性があるか。 

賠償責任能力 ミスや従事者の違法行為などに対し賠償責任能力がある

か。（訴訟対応力） 

業務実績 ・自立支援事業の受託実績がある事業者は、その実績は評

価できるか。当区で関連支援業務の実績がある事業者

は、過去の業務の運営に問題はないか。 

・今般の新型コロナウィルス感染症対策における業務遂行

に際し、評価できる実績があるか。 

事業者としての社会

的責任 

障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率を達成している

か。 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく高齢者の

雇用確保措置がとられているか。 

  

② 企画提案等に対する評価基準 

評価項目 評価の視点 

業務の理解度 
杉並区の生活困窮者等の状況を充分に理解して

いるか。 

業務に対する取組姿勢 業務受託への熱意が感じられるか。 

提
案
内
容
の
妥
当
性 

相談者への受付対応全

般、生活状況及び適性

把握、支援計画作成業

務及び家計改善支援事

業等業務についての具

体的実施方針 

・相談者への適切な受付対応（インテーク）に

より、迅速かつ的確な助言、指導と支援機関

等の案内（スクリーニング）が行えるか。 

・相談者自身（世帯）の日常生活における家計

観念、精神状態、健康維持能力、就労能力な

ど、十分な生活状況と適性の把握（アセスメ

ント）が行えるか。 

・複合的な諸課題を解決に導くための的確な支

援計画（プランニング）を、要支援者との合

意により作成することができるか。 

・自立相談支援機関自ら行う、家計改善支援業

務と住居確保給付金業務を、専門知識に基づ

き、的確に実施していくことができるか。 

・本人や家族以外からの情報提供を受け、相談

者の状況により必要と判断した場合に、適宜

アウトリーチによる対応が可能であるか。 

・社会情勢の性急な変化にともなう想定対応数

の増が発生した場合について、緊急対応とし

て合理的で柔軟かつ効果的な実務処理が提案

できているか。  
 各支援機関との連携の 

あり方と具体的連携策 

・区役所庁内外の各課をはじめ、地域で活動す

る地域社会的資源との適切な連携支援を行っ 
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ていくための、各機関との「杉並区生活困窮

者自立支援調整会議」を運営する体制ができ

ているか。 

・相談者を対象とした各支援機関が行う支援内

容をモニタリングし支援効果の測定を行った

うえで、各支援機関側と適切な連携を行うこ

とができるか。 

 
 ・事業者の既存事業や地域からの情報提供を通

じて、支援を必要とする生活困窮者等の情報

を広く得ることができるか。 

・事業者の既存事業や事業者の持つネットワー

クにより、支援メニューの充実や各支援事業

との連携、プランに基づく支援終了後のフォ

ローなどが期待できるか。 

・インフォーマル活動を含む新たな連携関係を

築くことが期待できるか。 

運営業務の実施体制 

・主任相談支援員（管理責任者）１名及び相談

機関連携推進員１名、相談支援員５名、就労

支援員１名、家計改善支援員１名の配置を最

低限とするが、この水準以上の配置の可能性

はあるか。 

・管理責任者及び相談機関連携推進員を除く支

援員のうち、非常勤は何人になるか。 

・提案された主任相談支援員（管理責任者）は

本受託の責任者にふさわしい資格と経歴を有

するとともに、内定者が定まっているか。 

・各支援員は、社会福祉士、精神保健福祉士

（必須）、家計改善支援を的確に行えるファ

イナンシャルプランナー、キャリアカウンセ

ラ―などの資格保有者が提案され、かつ、ど

こまで内定しているか。 

・各支援員の資質、適性は妥当か。経験者配置

があるか。 

・ローテーションなど業務の執行体制は妥当

か。責務は明確か。 
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・主任相談支援員（管理責任者）及び常勤の支

援員は長期雇用（従事）が見込めるか。 

・従事者の休暇・休職等で、人員が欠けた際及

び繁忙時に際し、応援体制や人員配置の調整

が具体的に提案されているか。 

・正確で効果的な事務処理を行い、常に生産性

の向上が図れるよう、適時の見直しや効率化

等の改善が図れる体制を構築し、適切に運用

されているか。 

 

区民や関係機関への周

知・ＰＲ 

業務の周知・ＰＲは、どのような手法を講じて

行うのか。 

 

電話・窓口対応につい

て 

・対応のための特徴・工夫はあるか。 

（電話対応時間や外国語対応等） 

・電話・窓口対応に、経験者が配置されるか 

・電話相談に特化した相談事業に従事した経験

者がいるか 

・業務量に応じた人員配置が可能か。 

・従事者の対応レベルの確認方法は、実効性が

あるか。 

・時間外対応について適切な工夫が提案されて

いるか。 

危機管理・クレーム対

応 

事故予防対策や事故・災害発生時等の対応、区

民等からの苦情等への対応は万全か。 

業
務
の
安
定
・
安
全
か
つ
効
率
的
な
運
営 

 

区民対応について 
区民対応でのトラブル発生後の対応は適切か。

区への報告体制は妥当であるか。 

区民対応以外の業務上

のミスの未然防止及び

発生後の対応策 

未然防止策は有効か。発生後の対応は適切か。

区への報告体制は妥当であるか。 

人員配置の体制につい

て 

業務の安定性、効率性に配慮した具体性のある

体制・計画か。業務量に応じた対応ができる

か。業務間などでの応援体制は盤石か。 

従事者の研修体制 

研修の内容・回数は適切か。組織内研修の場

合、研修担当者の資質は妥当か。業務に支障は

生じないか。 
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個
人
情
報
管
理 

 

守秘義務・個人情報保

護についての考え方、

個人情報の管理方法 

個人情報保護に対する考え方は適切か。 

個人情報保護の体制は確立しているか。 

セキュリティ対策は充分に考えられているか。

プライバシーマークやＩＳＯ等、個人情報保護

にかかる関連認証を取得しているか。 

従事者への徹底 
従事者への徹底方法は充分か。徹底の度合の確

認方法は考えているか。 

資料調整能力 
企画提案書は、わかりやすいか。まとまってい

るか。 

費用対効果 
従事者の給与、業務運営費、管理費などのコス

トは妥当か。 

プレゼンテーション 

ヒアリング 

説明に説得力があるか。アピールポイントはあ

るか。プレゼンテーションは明確でわかりやす

いか。質問に的確に回答し、納得できるか。 

質疑応答は、原則、主任相談支援員（管理責任

者）内定者が行い、受託業務の現場対応が適切

に行えるかも評価します。 

 

  



 

9 

 

 

（２） 審査のながれ 

① 第一次審査（書類審査） 

提出された企画提案書等に対し、選定委員会で第一次審査を実施し、第一次審査通

過者（第一次審査配点合計の６割以上を取得した事業者のうち上位３事業者）を選定

します。 

② 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング審査） 

第一次審査通過者に対し、選定委員会が第二次審査を実施し、契約を締結する受託

者候補者（配点総合計の６割以上を取得した最上位の事業者）を選定します。 

（３） 受託者候補者選定結果の通知 

第二次審査実施者に対し、４スケジュールの通り発送する予定です。 

※ 非選定の通知を受けた参加事業者は、非選定理由についての説明を求める

ことができます 

（４） 候補者の決定 

選定委員会から報告を受けた後、区として受託者候補者を決定し、当該事業者と契

約締結に向けた仕様書策定について、具体的な協議を行います。 

（５） 仕様書策定の不調 

上記仕様書策定の協議において、選定結果に至ったとおりの履行が著しく困難であ

ることが判明した場合は、選定委員会において次点となった者を改めて受託者候補者

に繰り上げて決定し、仕様書策定に向けた協議を行うことができるものとします。 

 

８ 参加事業者の失格  

参加資格確認後、応募事業者（役員、使用人を含む）が次のいずれかに該当したと

きは、企画提案提出の前後を問わず、判明した時点で失格となります。失格した者は、

企画提案を行うことができず、既に提出された企画提案は無効となります。  

① 提出書類に虚偽の記載があった場合 

② 前述「３参加資格」の全ての条件を満たしていないことが判明した場合 

③ 審査の透明性・公平性を害する行為があった場合（選定委員会委員等との接触を

禁じます）。参加者は、選定委員会等の設置から選定結果の通知が来るまでの間、

選定委員及び当該プロポーザル選定に関係する区職員と接触することはできませ

ん。接触が認められた場合は、失格となります。※この場合の接触とは、当該プロポ

ーザル選定に関し利害関係のある者が、金銭・物品を贈与すること、接待すること等、目

的が自己を有利にする又は他者を不利にする審査の公平性・公正性を害する行為のことを

いい、以下のような場合は含まれません。 

ア 実施要領に基づき区が実施する説明会・現地見学会等への参加 

イ 実施要領に基づく区への質問及び書類の提出等 
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ウ 現に区と契約等を締結している委託業務及び指定管理業務等の履行に必要な行為 

エ 自らが構成員の一員となる団体（区との契約の相手方である等の利害関係がない

ものに限る。）と区が行う事業推進に関する意見交換会等の出席（当該団体が応募

関係者である事業者等の利益のためにする行為を行う場合を除く。） 

オ 区が主催する審議会、意見交換会等への出席 

④ 過去の事件・事故等について、区の調査の結果、法人及び区の事業運営に重大な

影響を与えることが明らかな場合、かつ、悪質で改善・解決が図られていないも

のが判明した場合 

⑤ 企画提案書（様式２）、提出書類一覧（様式３）に定める書類等の提出期限が守ら

れなかった場合。 

⑥ 前各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為があったと認

められる場合。 

 

９ 選定結果に基づく委託可能期間 

本件の契約期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの１年間です

が、履行評価等の結果から業務が適切に行われていると区が判断した場合は、契約期間

（１年間）を最大４回まで更新できるものとします。 
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１０ その他留意事項 

① 本件に参加する費用は、すべて参加事業者の負担とします。  

② 提出書類は、日本語を用いるものとし、やむを得ず外国語で記載するものについて

は、その日本語の訳文を付記又は添付してください。また、通貨は日本円としま

す。 

③ 書類提出後の企画提案書等の修正又は変更は一切認めません。  

④ 提出された企画提案書類については返却しません。 

⑤ 企画提案書等の著作権は提案者に帰属しますが、情報公開請求があった場合は、

「杉並区情報公開条例」に基づき、提出書類等を公開することがあります。 

⑥ 受託者候補者が区と契約を締結する場合、業務の全部又は主要な業務を一括して第

三者に委託することを禁じます。業務の一部を第三者に委託しようとするときはあ

らかじめ定められた様式にて届出を行い、区の承諾を得る必要があります。 

⑦ 受託者候補者が失格要件に該当することが判明した場合、又は、契約締結交渉が不

調となった場合、若しくは辞退した場合、次順位の参加事業者と契約交渉をしま

す。 

⑧ 契約の締結にあっては、区指定の標準契約書を使用します。 

⑨ 本件は、令和５年度予算が区議会にて、成立した場合に契約を締結します。 

⑩ 契約の締結に関しては、選定された受託者候補者と区が協議し、委託業務に係る仕

様を確定させた上で契約を締結します。また、仕様書の内容は、提案された内容が

基本となりますが、受託者候補者と区との協議により最終的に決定します。 

 

１１ 担当課（問合せ先） 

杉並区保健福祉部杉並福祉事務所生活自立支援担当 木下・鈴木 

所在地：杉並区天沼三丁目１９番１６号 ウェルファーム杉並３階 

電 話：０３－３３９３－０７３７（直通） 

E-mail：seikatu-jiritu@city.suginami.lg.jp 
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（別紙） 

生活困窮者等自立相談支援機関業務委託・詳細説明書 

 

１ 件名 

  令和５年度杉並区生活困窮者等自立相談支援機関業務委託 

 

２ 業務の目的 

  生活困窮者自立支援法（以下「自立支援法」という。）に基づき、就労の状況、心身

の状況、地域社会との関係性、その他の事情により現に経済的に困窮し、最低限度の生

活を維持することができなくなるおそれのある者（以下「生活困窮者」という。）に対

して、本人の状態に応じた包括的かつ早期的な支援を行うとともに、地域における関係

機関、民間団体等との連携による支援体制の整備を進めることにより、生活困窮者の自

立を促進することを目的とする。 

 

３ 委託期間 

  令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

４ 履行場所 

  杉並区天沼三丁目１９番１６号 ウェルファーム杉並１階 

  機関の名称 くらしのサポートステーション～生活自立支援窓口 

 

５ 窓口開設時間 

月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時までとし、土曜日、日曜日、祝休

日、及び年末年始（１２月２９日～１月３日）は休業とする。 

ただし、予約相談やアウトリーチ型訪問相談等については、窓口開設時間外にも状

況・必要性に応じ、適宜対応することとする。 

 

６ 委託内容 

生活困窮者の自立を促進するため、杉並区（以下「甲」という。）が開設する自立相

談支援機関（「自立相談支援事業実施要領（平成 27 年 7 月 27 日付け厚労省社援発 0727

第 2 号別添 1）」３（２）に掲げる機関）において、以下の相談・支援業務を行う。 

（１） 自立相談支援事業 

生活困窮者の相談に応じ、適切にアセスメントを実施して一人ひとりの状態にあっ

たプランを作成し、必要な支援の提供につなぎ、また関係機関とのネットワークづく

りと地域に不足する社会資源の開発等に取り組む事業で、自立相談支援事業実施要領

に基づき次の業務を行う。 
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ア 相談受付業務 

様々な課題を抱えた生活困窮者からの相談に対して、ワンストップ的に対応で

きる生活相談窓口として、電話やメール、ＦＡＸ、来所等による相談を受け付け

る。その際、自立相談支援機関による相談支援を継続的に行うことが適当と判断

した場合、本人からの自立相談支援の利用申込を受け、また今後関係機関と本人

に関する情報を共有することを含め本人の同意を得る。 

また、関係機関や地域の社会資源とも連携して、地域における生活困窮者に対

する利用勧奨の促進や包括的な支援のためのネットワーク作りを行う。 

相談にあたっては、本人の相談を包括的に受け止め、債務整理が必要な事案や

疾病に係ること、子どもの養育環境に係る問題等、相談内容から他専門機関等へ

の連携の必要性を判断し、振り分けを行う。 

イ 相談者の生活状況・適性の把握 

  自立相談支援事業による支援が必要と判断される場合は、相談者から利用申込

みを受け、その同意を得て適切なアセスメントを実施する。 

  アセスメントにより、本人の置かれた状況・課題を分析・把握した後は、自立

相談支援機関が継続してプランの策定等支援を行う。また、面談やアセスメント

を重ねていくうちに他制度や他機関につなぐことが適当かを判断する場合は、機

関内で検討し組織判断とする。 

ウ 自立支援計画（プラン）の作成 

  支援員は、アセスメントの結果を踏まえ、本人との合意形成に基づきプランを

作成する。プランには、本人の自立促進のための、目標、支援方針、支援内容等

を盛り込む。併せて、モニタリング実施や目標達成の目安時期等も設定してお

く。 

  また、プラン策定前においても必要性が認められれば、緊急的な支援（住居確

保給付金事業、応急小口資金貸付や自立相談支援機関の就労支援員による就労支

援、その他地域における様々な社会資源を活用した各種支援）が受けられるよう

調整を行う。 

  プランの内容には、次の（ア）から（キ）までに掲げる本制度に基づく支援の

ほか、（ク）から（シ）までに掲げる他の公的事業またはインフォーマルな支援

など、本人の自立を促進するために必要と考えられる支援を盛り込む。 

（ア） 家計改善支援事業 

（イ） 住居確保給付金支給事業 

（ウ） 就労支援員による就労支援事業（ステップアップしごとコーナー、就労

支援センター（すぎ JOB、ハローワーク）との連携を含む。） 

（エ） 就労準備支援事業（就労支援センター「すぎトレ」、杉並保健所及び障

害者生活支援課が行う成人期発達障害支援事業との連携を含む。） 
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（オ） 就労訓練事業（認定就労訓練事業（いわゆる「中間的就労」）との連

携） 

（カ） 子どもの学習支援等事業（別途、区が委託する事業者との連携） 

（キ） 一時生活支援事業（福祉事務所、自立支援センターとの連携） 

（ク） 公共職業安定所が実施する生活保護受給者等就労促進事業 

（ケ） 生活福祉資金貸付事業 

（コ） 地域若者サポートステーション事業 

（サ） ひきこもり地域支援センター事業 

（シ） 上記事業のほか、様々な公的事業による支援及び民生委員による見守り

等のインフォーマルな支援 

エ 自立支援計画の決定 

  作成したプランは、下記（４）の支援調整会議において了承を得た後に、甲に

おいて確認または支援決定するものとする。なお、プランに基づく支援の実施に

あたって、関係諸機関との役割分担等について調整を行う。 

オ 支援の実施・モニタリング・評価・再プラン策定 

  支援の実施過程においては、プランに基づく各種支援の実施状況及び本人の目

標達成状況を随時確認していくことが必要であり、支援開始直後、定期的及び随

時に本人等と連絡を取り、必要に応じ面談を行う。モニタリングは相談・支援記

録等帳票類に記載し、支援内容、本人の変化等簡潔に記載する。また、設定した

目標の達成度や、支援の実施状況、支援の成果等を確認するためプラン評価を実

施することとし、帳票類に適切に記載し、支援調整会議において十分検討し、適

切に評価する。 

  評価の結果、プランを見直して支援を継続すべきと判断するときは、改めてア

セスメントを実施の上、再プランを作成する。 

カ 終結 

  自立相談支援機関による「終結」は、次の３つの場合を想定し、本人の意向を

確認し支援調整会議の場において終結の評価を行ったうえで決定する。 

① 困窮状態が解決し、目標としていた自立達成の目途が立った場合 

② 困窮状態の脱却にまで至っていないが、大きな問題が解消され、自立支援

機関による関わりから離れて良いと判断できる場合 

③ 連絡が途絶した場合 

なお、支援が終結を迎えた場合、改めて本人が自信をもって次のステップへ進

んでいけるようサポートし、動機付けを行う。 
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（２） 家計改善支援事業 

家計に問題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、家計に関するアセスメントを行

い、家計の状況を「見える化」し、家計再生の計画・家計に関する個別のプランを作

成し、相談者の家計管理の意欲を引き出す事業で、「家計改善支援事業実施要領（同

号添付７）に基づき次の業務を行う。 

ア 課題の把握 

  相談受付時には自立相談支援と一体的、包括的に相談を受け付け、課題を把握

する。課題を整理したのち、継続的支援が必要と認める場合に相談受付・申込票

の記入を受けて、利用申込みとする。 

イ 家計再生プランの策定 

  自立相談支援機関のアセスメント結果に基づき、家計改善支援事業の利用を盛

り込んだ支援計画を作成し、支援調整会議に諮る。 

  一方、家計改善支援事業においても、家計の視点でのアセスメントを行い、家

計再生プランを策定する。 

（ア） 支援の実施 

家計再生プランに基づき、家計収支の改善、家計管理の継続的な指導や支

援を行う。 

必要に応じ、債務整理等を実施する機関、社会保障制度や租税公課に関す

る納付相談、貸付機関に同行するなど、他制度による適切な支援につながる

よう関係機関との連携を図る。 

（イ） 支援の終了 

以下の点を目安に家計の自立を評価し、支援の終了の判断を行う。 

① 相談者の家計状況が改善し、自立した生活が見込まれること。 

② 相談者が家計管理の重要性を認識していること。 

③ 相談者が収入に応じた家計の範囲を理解し、支出品目の優先順位を付け

ることができていること。 

④ 相談者が、今後２年から３年程度の家計の将来見通しを持つことができ

ていること。 

（３） 住居確保給付金支給事業 

離職等により住宅を失った、またはそのおそれが高い生活困窮者であって、収入・

資産等が一定水準以下の者に対して、有期で家賃相当額を支給する事業で、「住居確

保給付金の支給に係る事務の手引き（令和３年９月８日付け厚労省生活困窮者自立支

援室事務連絡別添 1、2）」に基づいて行う。 

受託事業者（以下、「乙」という。）は、住居確保給付金に関する相談・受付業務、

受給中の面接等の窓口業務について実施し、その結果を甲へ報告する。報告にもれの

ないよう、甲と乙は、緊密に連携する。 
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（４） 支援調整会議の運営 

支援調整会議は、プランが①本人の状況や課題に対して適切であるか、②課題解決

に対して有効な内容となっているか、③プランが本人の尊厳や意欲、モチベーション

の喚起に配慮した内容となっているかといったことについて、意見の交換・共有を行

い、プランの適切性を担保するために開催する。 

支援調整会議については、杉並区生活困窮者自立支援調整会議設置要領（平成 27

年杉並第 6324 号）に定める。 

支援調整会議を開催・運営し、自立支援プランの報告や協議を行うとともに支援の

困難なケースについて関係機関との調整を行う。また、別途必要に応じてケースカン

ファレンスを目標とした部会的支援調整会議を、随時開催・運営する。なお支援調整

会議の開催ごとに会議録を作成し、必要な事項を相談・支援記録等帳票類に記録して

保管する。 

（５） 関係諸機関との調整及び地域におけるネットワークづくり 

自治体内部のさまざまな生活困窮者に関する情報を有する部署（区民税や国民健康

保険料を扱う部署、区民の相談窓口等）に対しては、自立支援制度の紹介に努め、制

度利用勧奨への協力呼び掛けを行う。また、自治体以外の公共料金等公的サービス提

供機関や、民間のサービス提供事業者、地域の活動団体などと情報交流し、地域の生

活困窮者支援に向けた連携体制を整備する。 

相談者の自立に向け、包括的な支援が提供されるよう、福祉事務所、公共職業安定

所、地域包括支援センター、保健所等や、インフォーマル活動を行う地域の社会資源

等との間で、地域のネットワークづくりを推進する。 

（６） 支援申込書、相談・支援記録等帳票類の作成、保管 

乙は、要綱に規定する様式による申請書類や相談・支援記録の個人票など、個人情

報に関する記録の一切を安全かつ適切に管理する。 

（７） 業務の報告、回答 

国の統計システムを使用した業務内容の入力処理、月次実績の報告処理、及び業務

実績に基づく調査回答等を行う。同システムの維持運営に必要な業務支援ツールのイ

ンストール、動作確認、統計ツールへのアクセスなどを含む。 

（８） 自立相談支援機関の周知 

ホームページ、リーフレット等の作成、配布を行うとともに、関係機関、団体に対

して事業の周知案内を行う。 

 

７ 実施体制  

（１）主任相談支援員（管理責任者）の設置 

自立相談支援機関に、 相談支援業務の円滑な実施を図るため、業務全体を総合的に

把握し、各支援員の管理・監督・指導・調整及び他支援機関との調整を行う主任相談
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支援員（以下「管理責任者」という。）を置く。 

管理責任者は、一定の実務経験を有する者の専任とし、各支援員の管理・監督を本

務として支援員の業務は行わないことを原則とするが、繁忙時期は、必要に応じて支

援員の業務を兼務することができる。 

（２）相談機関連携推進員の設置 

自立相談支援機関に、複数の生活課題を抱えた相談者の包括的な支援を行うため、

生活課題に関連する多数の機関の連携支援体制を構築する相談機関連携推進員を置

く。 

（３）各支援員（管理責任者・相談機関連携推進員を含む。以下同じ。）の配置分担・資格・

勤務体制ほか 

ア 各支援員の最少必要人数は次の９名とし、以下の役割を担うものとする。 

職種 役割 人数 

管理責任者 

（ 主 任 相 談 支 援

員） 

○ 相談支援業務のマネジメント 

○ 高度な相談支援 

１名 

相談機関連携推進

員 

○ 包括的な支援を行うための多機関との連携支援

体制の構築 

○ 地域への働きかけ 

○ 社会資源その他の情報の活用と連携 

１名 

相談支援員 ○ 相談支援全般 

○ 個別的・継続的・包括的な支援の実施 

５名 

就労支援員 ○ 就労意欲の喚起を含む福祉面での支援 

○ 担当者制によるハローワーク等への同行訪問 

○ 就労後のフォローアップ等 

１名 

家計改善支援員 ○ 家計改善に関わる支援 １名 

 

イ 管理責任者を除く相談機関連携推進員・各支援員の業務分担については、この窓

口の相談受付業務のすべてについて対応するものとする。 

ただし、以下の業務については、専門的・効果的な支援を行っていくため、管理

責任者の調整及び支援員間の協議に基づき、適宜分担して行うことができるものと

する。 

・関係諸機関との調整及び地域におけるネットワークづくり（相談機関連携推進

員） 

・家計管理・指導及び資金貸付あっせん業務（家計改善支援員） 

・ステップアップしごとコーナー、就労支援センター（ハローワークコーナー相

談員との連携を含む）が行う就労準備支援事業とのコ―ディネート業務、福祉
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事務所からの生活保護廃止者で、就労定着支援が必要とされる者の支援業務（就

労支援員） 

ウ 各支援員の保有資格は、以下の資格を有し、実務経験が豊富であるか、又は同等

の知識と経験を持った者を充てるものとする。ただし、精神保健福祉士の資格を有

する者は、必ず１名を配置すること。 

・社会福祉士 

・精神保健福祉士（必須） 

・ファイナンシャルプランナー 

・キャリアカウンセラー等 

エ 各支援員は、相談者の状況に応じて生活困窮者の尊厳の保持等に配慮しながら、

的確な相談対応を行うとともに、問い合わせや苦情処理においても適切な対応がで

きる能力を有する者とする。 

オ 各支援員は、生活困窮者自立支援法の趣旨・目的を十分理解し、適切な相談支援

業務等を行っていくため、原則として、国が実施する養成研修を受講し終了証を受

けた者で、一定の技能レベルを修得しているものとする。 

カ 各支援員の正規の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分まで１日７時

間 45 分、週３８時間４５分の常勤とする。最少必要人数９名の場合、管理責任者及

び相談機関連携推進員を除く５名までは非常勤とすることができる。超過勤務は、

管理責任者の指示に基づいて行うものとし、これに係る経費については乙の負担と

する。 

キ 乙は、各支援員に対し、雇用者及び使用者として労働基準法、労働者災害補償保

険法、その他法令上の義務と責任を負う。 

（４）各支援員に対する研修、交代等 

ア 乙は、相談者への適切な相談支援を行うため、計画的かつ必要に応じて、各支援

員に対する教育訓練を適切に実施すること。また、必要に応じて、甲と協議のうえ、

相談支援窓口の運営に支障がない限りにおいて、国・都等が実施する研修会へ出席

し、常に相談技能及び専門知識等の向上に努めるものとする。研修会、講習会等へ

の参加にかかる費用は、乙の負担とする。 

イ 乙は、相談支援に係る業務の遂行にあたり、各支援員の相談等対応技能が、常に

必要な水準を維持できるよう、必ず「相談支援窓口対応標準マニュアル」を作成し、

内容の周知・徹底を図り、運営を行っていくこと。 

また、マニュアルの内容については、実際の相談事例により、適宜、追録の作成

などの更新を行い、各支援員が参照できるよう、適切なファイリングを心がけるこ

と。 

なお、この標準マニュアルの提出を甲から求められたときは、速やかに対応する

ものとする。 
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ウ 乙は、人事管理上その他やむを得ない理由により、管理責任者・支援員等の交代

を行う場合は、原則３０日前まで（緊急の場合は事由が発生次第）に文書により甲

に通知し、甲の承認を得るものとする。 

エ 甲は、各支援員の内、不適格者があると認めたときは、その旨を乙に連絡し、当

該支援員の交代を申し出ることができる。 

この場合、乙は、調査の上、甲の申し出が正当と認めるときは、速やかに別の支

援員と交代を行うものとする。 

  オ 乙は、各支援員の業務遂行にあたり名札を着用させなければならない。 

８ 主な業務の想定対応数 

① 新規相談件数 ２０００件 

② 延べ相談件数  

 窓口 ５０００件 

 電話 １００００件 

③ 支援プラン数 ３５０件 

④ 住居確保給付金の申請前延べ相談件数 １５００件 

⑤ 連携機関等数 ８０機関 

⑥ アウトリーチ件数 ４０件 

⑦ 支援調整会議開催回数 ２０回 

⑧ 月次報告会 １２回 

９ 物品類の負担 

甲は、事務室、相談室、備品類（事務用机、事務用椅子、書庫、従事者用ロッカ

ー、エアコンなど空調機器）、インターネット回線、電話回線及び電話機、通話料、光

熱水費、その他甲が事業実施のために必要と判断した資機材を提供する。 

乙は、各支援員の業務に必要なパソコン（生活困窮者自立支援業務に使用するパソ

コンは外部接続不可）及びネットワーク機器、プリンター、シュレッダー、複写機、フ

ァックス機器、ＵＳＢメモリー等の機器材、筆記用具、用紙類などの消耗品、ホームペ

ージの作成、維持、メール等にかかる費用（回線は甲が用意）を負担するものとする。 

 

１０ 業務の計画と報告等 

（１）年間事業計画 

乙は、業務開始前までに、実施体制、従事者名簿（管理責任者・その他支援員の氏

名、担当職務、保有資格）、業務の内容、年間スケジュール、従事者の研修計画、その

他必要な事項を記載した計画書を甲へ提出し、承認を得ること。 

（２）業務報告、調査回答 
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① 定例報告 

乙は、業務報告、統計資料、従事者、研修実績、他機関との連携状況、支援調整会

議その他の事項について、月次報告は翌月１０日以内、年次報告は毎年４月末日まで

に提出することとする。 

② 統計作成報告等 

国等からの支援状況統計や調査については、例月もしくは随時に、指定された報告

書式により指定期限までに入力処理・データ送信、回答等を行うものとする。 

 

１１ 業務履行の質の確保及び履行状況の評価について 

（１）乙は、当該業務を実施するにあたり、公正・公平を旨とし、業務の安定した履行を

確保するため、常に様々な観点から質を高める取り組みを行うよう努めなければな

らない。 

（２） 甲は、別途定める「履行評価基準」に基づき、乙の履行状況を評価するものとする。 

 

１２ 個人情報の取り扱い及び情報セキュリティの維持について 

乙は、本業務委託を行うにあたり知りえた個人情報の取り扱いは、甲が定める別紙

「個人情報に係る外部委託契約の特記仕様書」に従うこと。 

また、職員が業務に用いるＰＣ、プリンター、ファックス等の情報機材について、

適宜適切に管理を行い、情報セキュリティの維持に努めること。 

 

１３ 著作権の帰属 

本契約に係る成果物（各種マニュアル・帳票類やロゴ等）の著作権その他の権利

は、原則として甲に帰属するものとする。 

 

１４ 事故発生時の対応 

乙は、業務の履行に関して事故・災害が発生した場合は、即時に緊急の対応をする

とともに、直ちにその状況を甲に報告し、指示を受けること。 

 

１５ 損害賠償責任 

乙は、相談支援業務の執行にあたり、故意又は過失により甲又は第三者に損害を与

えたときはその損害を賠償しなければならない。 

乙は、相談支援業務執行中のトラブルによる傷害等に対応するため、事前に所要の

賠償責任保険に加入するものとする。 

 

１６ 支払方法及び支払回数 

委託料は、毎月１０日までに前月の事業報告を受け履行確認後、請求により支払
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う。支払回数は、１２回とする。均等払いとし、端数がある場合は最終支払い回に調整

する。 

 

１７ その他 

（１） 乙が、新たに本業務を受託することとなった場合は、前事業者との業務引継ぎを

遅滞なく実施し、万全の実施体制を整えてから本業務の履行にあたらなければならな

い。 

（２） 乙は、本業務を継続して受託しないこととなった場合は、新たな受託事業者が円

滑かつ支障なく本業務を開始できるよう、適切な業務引継ぎを行わなければならない。 

（３） 新たな支援の取組の実施等、本仕様書に定めのない事項、または疑義がある場合

は、乙は事前に甲に連絡し、協議のうえ決定する。 

 

１８ 担当 

杉並区保健福祉部杉並福祉事務所生活自立支援担当 

所在地：杉並区天沼三丁目１９番１６号 ウェルファーム杉並３階 

電 話：０３－３３９３－０７３７（直通） 

E-mail：seikatu-jiritu@city.suginami.lg.jp 

 



【資料１】

１．自立相談支援事業

２．住居確保給付金の支給

　　【決定件数・申請種類別】　　　　【当初決定件数・要件事由別】　　　　【当初決定件数・申請者年齢別】　

件数 件数 割合 件数 割合

当初 487 離職 284 58% 148 30%

延長 309 減収 203 42% 133 27%

再延長 252 計 487 100% 87 18%

再々延長 195 　　　【当初決定件数・世帯人数別】　 68 14%

特例再支給 563 件数 割合 24 5%

計 1806 単身 400 82% 8 2%

2人 55 11% 19 4%

3人以上 32 7% 487 100%

計 487 100%

３．家計相談支援

　　　　【新規利用・男女比率】　　                    　【計画策定件数(再プラン含む）】

件数 割合

男 84 54%

女 71 46%

計 155 100%

くらしのサポートステーション　令和３年度相談件数

165件

30歳未満

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

電話・メール

16,471件

77%

来所

4,838件

23%

相談件数合計（新規・継続）

男

1147件
59%

女

761件
39%

不明

30件
2%

新規相談・性別

231
5
5
4
16
35
16
23
46
64
122
153
178

268
648

775

0 200 400 600 800 1000

その他

介護

地域との関係

DV・虐待

子育て

食べるものがない

仕事上の不安、トラブル

ひきこもり・不登校

家族関係

債務

税・公共料金の滞納

住まい

病気・健康・障害

就活・就職

家賃・ローン

収入・生活費

新規相談内容（複数回答）

電話・メール

1540件

79%

来所

398件

21%

うち、新規相談件数

10代

2件

0.1%

20代

226件

12% 30代

212件

11%
40代

182件

9%
50代

218件

11%

60~64

84件
4%

65歳以

上

172件
9%

不明

842件

44%

新規相談・年代

合計

21,309件
合計

1,938件

合計

1,938件
合計

1,938件

支援プラン数

プラン ２９０件

再プラン ３９件

計 ３２９件



【資料２】 

生活困窮者自立支援事業の利用状況 

１ 相談者数、属性、問題区分別の支援状況等これまでの実績 

【生活自立支援窓口における相談実績】 

相談者数 

 延べ相談者数 うち新規相談者数 

令和元年度 8,387 1,192 

令和２年度 24,918 3,233 

令和３年度 21,309 1,938 

 
属性（新規相談・男女比率） 

 男 女 不明 計 

令和元年度 610 539 70 1,219 

令和２年度 1,849 1,345 39 3,233 

令和３年度 1,147 761 30 1,938 

※新規相談のうち複数人による相談を含む。 

 
属性（新規相談・年代別割合） 

 
10代 20代 30代 40代 50代 

60～

64 

65 

以上 
不明 計 

令和元年度 3 187 130 120 125 44 127 483 1,219 

令和２年度 4 244 325 252 247 106 210 1,845 3,233 

令和３年度 2 226 212 182 218 84 172 842 1,938 

※新規相談のうち複数人による相談を含む。 

 
問題区分別の支援状況（新規相談における支援状況） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

収入・生活費など経済的困窮 1,262 1,775 1,423 

就活・就職 401 393 268 

病気・健康・障害 235 230 178 

住まい 228 324 153 

家族関係その他 358 889 528 

ひきこもり・不登校 91 30 23 

仕事上の不安・トラブル 61 43 16 

計 2,636 3,684 2,589 

 

２ 住居確保給付金支給事業 

【決定件数・申請種類別】  

 当初 延長 再延長 再々延長 
特例 

再支給 
計 

令和元年度 35 12 2   49 

令和２年度 2,486 1,008 636 318 52 4,500 

令和３年度 487 309 252 195 563 1,806 

 



【資料２】 

 

３ 家計改善支援事業 

【計画策定数】  
 件数 

令和元年度 234 

令和２年度 225 

令和３年度 165 

 

４ 支援調整会議の開催状況、参加者 

 開催回数 延べ参加者数 

令和元年度 23回 234人 

令和２年度 16回 103人 

令和３年度 15回 163人 

※全体会、分野別部会の合計 

 

 



【資料３】

令和３年度くらしのサポートステーション連携件数

関係機関を通して受付したケース 相談受付後のつなぎ先

関係機関名 件数 関係機関名

区政相談課 40 荻窪福祉事務所（相談係） 28
納税課 4 荻窪福祉事務所（相談係以外） 20
国保年金課 9 高円寺福祉事務所（相談係） 24
荻窪福祉事務所 28 高円寺福祉事務所（相談係以外） 8
高円寺福祉事務所 24 高井戸福祉事務所（相談係） 17
高井戸福祉事務所 16 高井戸福祉事務所（相談係以外） 4
保健センター 13 国保年金課 1
区役所部署不明 75 保健センター 20
管理係 4 区法律相談 2
生活福祉資金貸付 291 ケア２４ 12

すまいる 12
就労 すぎＪＯＢ 32

上記以外（自由記述）８４９件 社協 資金担当 18
法テラス 4
生活サポート基金 25
日本クレジットカウンセリング協会 4

関係機関を通さずに受付したケース ハローワーク新宿（専門援助） 1
ステップアップしごとコーナー 28
ＴＯＫＹＯチャレンジネット 3

不明 448
区報 3
ホームページ（区） 32 上記以外（自由記述）２３件
ホームページ（社協） 4
ホームページ（不明） 31
親族・知人からの紹介 49
ウェルファーム総合案内 18

計 19 機関 263

区
区

債
務
整
理

専門
機関

都

10 機関 504

本人情報入手先

社
協

計
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